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花　巻　市

　わかりやすく解説

 花巻市の財政状況
　＜平成２２年度決算から＞

花巻市の財政状況を

わかりやすく

解説します。



その１　花巻市の財政状況（台所事情）は？

平成22年度普通会計決算から花巻市の財政状況を説明します。

①　平成22年度の主なお金の使い道は？

ここで、歳出の大半を占める義務的経費の5年間の推移を見てみましょう。

　地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分されていますが、各団体により会計区分が異なるた
め、財政比較や統一的な把握を可能とする観点から、統一的な方法により、一般行政部門の会計を普通会
計として整理し、その他の会計（公営事業会計）と区分しています。

普通会計とは？

その他の経費
167億3,928万円

 36%

投資的経費
68億7,279万円

15%

義務的経費
228億1,774万円

49%

人件費
82億4,266万円

18%

扶助費
 71億4,340万円

15%

公債費
74億3,168万円

16%

　平成22年度普通会計の歳出総額は464億2,981万円です。そのうち約半分を義務的経費が
占めています。
　義務的経費は、人件費（職員の給料等）、公債費（借金の返済等）、扶助費（生活保護者、
子ども、高齢者、障がい者などへの援助等）で構成され、毎年の支出が義務づけられる経費で
す。義務的経費の割合が高くなると自由に使えるお金が少なくなり、公共施設の建設や新しい
市民サービスなどの実施が難しくなります。
　投資的経費は、道路や学校、スポーツ施設など将来に残るものに対する経費です。
　その他の経費は、施設の管理費や各種団体に対する補助金などの経費です。

88億8,978万円
86億9,902万円

86億2,444万円 85億1,397万円
82億4,266万円

49億8,551万円
52億2,388万円

53億7,527万円

57億7,516万円

71億4,340万円

74億4,813万円 73億8,500万円 73億961万円 71億9,408万円 74億3,168万円
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人件費は、定員適正化計画に基づき職員数を縮減しているため、5年間で6億4,712万円減少し

ています。

公債費は、減少傾向にありましたが、平成22年度は前年度に比べて2億3,760万円増加していま

す。これは残っている借金を繰り上げて返済したことが要因となっています。

扶助費は、5年間で21億5,789万円増加しました。特にも、平成22年

度は13億6,824万円増加していますが、これは生活保護受給者の増加に

加えて、子ども手当の支給が要因となっています。

②　花巻市の財政は黒字？貯金はどれくらい？

地方財政の黒字または赤字は、「実質収支」という指標によって示されます。

平成22年度決算の「実質収支」は10億8,005万円であり、花巻市の財政は黒字ということに

なります。

「実質収支」＝歳入総額（485億4,436万円）－歳出総額（464億2,981万円）

－翌年度に繰り越すべき財源（10億3,450万円）

次に花巻市の貯金ですが、地方財政では「財政調整基金」が貯金に該当します。

平成22年度末の「財政調整基金」の現在高は41億4,648万円です。

ここで、「実質収支」と「財政調整基金」の5年間の推移を見てみましょう。

「実質収支」からわかるように、花巻市の財政は常に黒字を保っています。

貯金を示す「財政調整基金」については、平成19年度に落ち込んだものの、その後、毎

年度増えていることがわかります。

つまり、現在の財政状況は、貯金を増やしながら黒字を保っており、安定した状況にある

ということがいえます。

12億8,435万円
28億2,882万円

8億8,238万円
24億286万円

7億4,934万円
29億495万円

8億6,304万円
34億7,896万円

10億8,005万円

41億4,648万円
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　決算で余ったお金などを積み立て、市税等の減収による財源不足や災害の際
に取り崩すことにより、年度間の財源を調整するための基金です。

財政調整基金とは？
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ちなみに、花巻市の「財政調整基金」はどれくらいあれば適切なのでしょうか。

財政調整基金の残高は、おおむね標準財政規模の10％以上の残高が望ましいとされています。

平成22年度の花巻市の標準財政規模は300億7,154万円です。平成22年度末の財政調整基金

の残高41億4,648万円は標準財政規模の13.8％となり、おおむねの目安を上回っています。

③　自由に使えるお金の割合はどれくらい？

家庭において、収入から支払う食費・ローン（借金）・学費など、固定性の強い支出の占める

割合が高くなると、自由に使えるお金が少なくなります。

地方財政では、「経常収支比率」という指標によって、自由に使えるお金の割合（財政構造の

弾力性）が示されます。100％を基準として、基準を上回るほど通常の収入から支出を賄うこと

ができなくなり、財政が逼迫している状況になっていることを意味します。逆に、基準を下回る

ほどお金の自由度が増し、財政構造の弾力性が高くなっているといえます。

平成22年度決算の「経常収支比率」は81.9％であり、18.1％分を自由に使うことができる

といえ、ある程度の弾力性が認められることがわかります。

ここで、岩手県の市平均と比較して「経常収支比率」の5年間の推移を見てみましょう。
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　地方公共団体が通常水準の行政サービスを提供する上で必要な一般財源の目

安となる指標で、財政分析や財政運営の指標算出などに利用されます。

　　標準財政規模＝標準税収入＋地方譲与税

　　　　　　　　　　　　　＋交通安全対策特別交付金＋普通交付税

標準財政規模とは？

花巻市の経常収支比率は、
常に県内市平均を下回る数
値となっており、県内他市
より財政の弾力性が若干高
いといえます。

また、平成21年度までほぼ
88％台で推移してきました
が、平成22年度は前年度か
ら6.1％減少し、改善傾向
にあります。

　①で説明した人件費や公債費、扶助費などの義務的性格の強い経常経費に、

市税や地方交付税を中心とする経常一般財源がどの程度充当されているかを見

ることにより、財政構造の弾力性を判断する指標。

　　経常収支比率＝経常経費充当一般財源総額／経常一般財源総額

経常収支比率とは？
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④　どれくらい自力で財源を確保できているの？

家庭において、支出が収入を上回った場合は、親からの仕送りに頼る場合があります。

地方財政では、「財政力指数」という指標によって、行政の仕事に必要な費用をどれだけ自力

で調達できるか（財政力の強弱）が示されます。１を上回れば自力で財源が確保できていること

になり、１を下回ると財源が不足していることになります。

平成22年度決算の「財政力指数」は0.45で、国からの普通交付税により不足分を補っていま

す。

ここで、岩手県の市平均と比較して「財政力指数」の5年間の推移を見てみましょう。
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　地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で

除して得た数値の過去3年間の平均値をいいます。

　財政力指数が高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強い団体ということに

なり、1を超える団体は国からの支援を要しない強さを示し、普通交付税の不交付

団体となります。

財政力指数とは？

花巻市の財政力指数は、常
に県内市平均を上回る数値
となっており、県内他市よ
り財政力が若干強いといえ
ます。

また、平成22年度は県内
市平均と同様に数値が減少
していますが、これは景気
の低迷による税収の落ち込
みなどが要因となっていま
す。

　国税の一定割合は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に
住む方にも一定の行政サービスを提供できるように地方交付税として配分され
ます。そのうち地方交付税総額の94％は、普通交付税として、次の算式により各
地方公共団体へ交付されます。
　　普通交付税＝基準財政需要額－基準財政収入額

　基準財政需要額は、各地方公共団体の標準的な水準における行政を行うた
めに必要となる一般財源を算定するもので、各算定項目ごとに次の算式により
算出されます。
　　基準財政需要額＝単位費用×測定単位×補正係数

　基準財政収入額は、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するため、地
方公共団体の標準的な税収入の一定割合により算出されます。
　　基準財政収入額＝標準的な地方税収入×75％＋地方譲与税等

普通交付税とは？
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その２　花巻市の借金はどうなっているの？

①　借金はどれくらい？

家庭における借金は、地方財政では「地方債」が該当します。

学校や道路などの整備には、多額のお金が必要となります。これをその年の収入だけで賄っ

てしまうと他の仕事ができなくなるため、地方債を活用して年度間の負担調整を図っています。

また、公共施設などは将来の世代も利用するものであるため、地方債には世代間の負担を公

平にする役割もあります。

花巻市では、平成22年度に63億円を新たに借り入れて、74億円を返済したことにより、

平成22年度末の地方債残高は597億円となっています。

ここで、「地方債残高」の5年間の推移を見てみましょう。

ここ5年間では、平成18年度の636億円をピークに地方債残高は減少を続けています。

②　借金返済の負担状況はどうなの？

家庭において、家や車のローン、クレジットカードで買い物をした支払いなどの借金返済額

が、収入に占める割合として大きくなればなるほど家計は苦しくなります。

地方財政では、「実質公債費比率」という指標によって、収入に対する借金返済額の割合が

示されます。借金返済の負担が多すぎないかをチェックする指標です。25％を超えると要注意

状態、35％を超えると自主的に財政を立て直せない状態にあることとなります。

平成22年度決算の「実質公債費比率」は18.2％で、基準値を超えることはありませんでし

た。

ここで、県内の市平均と比較して「実質公債費比率」の5年間の推移を見てみましょう。

636億円
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　地方債の返済金額の一部が普通交付税の基準財政需要額に算入、即ち普通交付税として戻ってくることが

約束されている有利な地方債のことをいいます。制度の仕組みとしては、事業を行う年度は市が起債し、その返済

時の普通交付税で国が所要額を面倒を見るという形です。

　花巻市の平成22年度末の地方債残高597億円のうち、交付税措置の対象は531億円で発行残高の89.0％とな

ります。また、交付税に算入される額は368億円で発行残高の61.6％となります。

交付税措置のある地方債とは？

地 方 債

(借金)の減少
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③　将来の世代に借金の負担はかからないの？

家計において、家や車のローンなど、複数年にわたる借金の総額が大きいほど、将来の負

担も大きくなります。

地方財政では「将来負担比率」という指標によって、借金返済額の総額が標準的な収入の

何年分にあたるかということが示されます。負債にかかる将来的な負担が大きくないかチェッ

クする指標です。350％を超えると要注意状態にあることとなります。

平成22年度決算の「将来負担比率」は120.9％で、基準値を超えることはありませんでし

た。

ここで、県内の市平均と比較して「将来負担比率」の4年間の推移を見てみましょう。
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花巻市の実質公債費比率

は、県内市平均を上回る数

値となっており、県内他市

より借金の負担割合が若干

大きいといえます。

これは合併により旧市町の

債務を継承したことが大き

な要因となっていますが、

地方債残高の推移と比例し

て、今後も比率は減少を続

ける見込みです。

　地方公共団体の資金繰りの程度を示す指数で、普通会計が負担する元利償還

金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率で、決算に基づく数値の3ヵ

年平均によって算出されます。実質公債費比率が25％を超えると早期健全化団

体、35％を超えると財政再生団体となります。

実質公債費比率とは？

　地方公共団体の実質的な将来負担の程度を示す指数で、一部事務組合や第三セクター等も含め、普通会

計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合を示しています。将来負担比率が350％を

超えると早期健全化団体となります。

将来負担比率とは？

花巻市の将来負担比率は、

着実に減少を続けており、

平成22年度には県内市平

均を下回りました。

地方債残高の推移と比例し

て、今後も比率は減少を続

ける見込みです。
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その３　花巻市の財政状況を財務諸表で見てみよう

①　財務諸表で何がわかるの？

これまでは、平成22年度普通会計決算に基づいて説明してきました。

地方公共団体の会計は、現金収支に着目した現金主義によって行われています。しかし、現金主

義では資産や負債などの状況及び行政サービスに要したコストの状況をあらわしにくいため、現金

主義による会計の補完として、発生主義に基づく財務諸表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資

産変動計算書、資金収支計算書）を整備しています。

これにより、決算にはあらわれない、これまでの行政活動により蓄積した資産の評価額や減価償

却費、退職給付費用などを含めた行政コストを把握することができます。

②　どれくらいの資産があるの？

貸借対照表を見れば、花巻市の資産、負債、純資産が一目で分かります。

貸借対照表の左側（借方）には「資産」が、右側（貸方）の上部には資産

の取得のために借り入れた借金などの「負債」が、右側（貸方）の下部には

借金以外の資産取得の財源である「純資産」がそれぞれ表示されます。

［資産の部］ ［負債の部］

1　公共資産 1,955.3億円 1　固定負債 629.4億円

(1) 有形固定資産 1,944.8億円 (1) 地方債 542.1億円

(2) 売却固定資産 10.5億円 (2) 長期未払金 4.9億円

2　投資等 96.1億円 (3) 退職手当引当金 82.4億円

(1) 投資及び出資金 58.5億円 (4) 損失補償等引当金 －　

(2) 貸付金 7.8億円 2　流動負債 60.5億円

(3) 基金等 25.0億円 (1) 翌年度償還予定地方債 55.0億円

(4) その他 4.8億円 (2) 未払金 1.6億円

3　流動資産 74.2億円 (3) 賞与引当金 3.9億円

(1) 現金預金 72.4億円 負債合計 689.9億円

（うち歳計現金） 21.1億円 ［純資産の部］

(2) 未収金 1.8億円 純資産合計 1,435.7億円

資産合計 2,125.6億円 負債・純資産合計 2,125.6億円

平成22年度 花巻市 普通会計貸借対照表

（平成23年3月31日現在）

借　　方 貸　　方

土地、建物、道路
などの不動産

有形固定資産のう
ち未利用資産で売
却が可能な資産

外郭団体などへの
出資金や出えん金

資産（2,125.6億円）＝負債（689.9億円）＋純資産（1,435.7億円）

定額運用基金や退
職手当組合積立金
など

22年度以前に発生
した市税等の未収
額および回収不納
見込額

歳計現金（歳入・
歳出の差額）、財
政調整基金など

22年度の市税等の
未収額および回収
不納見込額

地方債のうち24
年度以降に返済
が生じるもの

債務負担行為の
うち24年度以降
に支出予定のも
の

全職員が年度末
に退職すると仮
定した場合の支
給額

地方債のうち23
年度に返済が生
じるもの

債務負担行為の
うち23年度に支
出予定のもの

23年度支払予定
額のうち22年度
分を準備費用と
して積み立てる
もの

国・県の補助金
やこれまでの世
代（市民）の負
担分など
内訳は「純資産
変動計算書」に
よって示される
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貸借対照表から分かるとおり、平成22年度の資産は2,125.6億円です。

花巻市の資産は、これまでの世代の負担（純資産）によって築かれたも

のが大部分を占めていて、資産に対する割合（純資産比率）は67.5％とな

ります。残りの32.5％（負債）は、これからの世代が負担することになり

ます。

★　資産老朽化比率

貸借対照表からは「資産老朽化比率」という指標によって、耐用年数に対して資産取得からど

の程度経過しているかが示されます。土地を除く有形固定資産合計額に対する減価償却累計額の

割合により算出します。

次に、行政分野別の資産老朽化比率も見てみましょう。

① 生活インフラ・国土保全（道路、橋、公園、市営住宅など）

② 教育（学校、社会教育施設など）

③ 福祉（保育所、老人保健施設など）

④ 環境衛生（ごみ処理施設、火葬場、墓園など）

⑤ 産業振興（農業構造改善施設、商工観光施設など）

⑥ 消防（消防庁舎、消防屯所など）

⑦ 総務（庁舎など）

特にも、産業振興、消防、環境衛生、福祉などの分野の比率が高く

なっているため、施設のあり方を含めた施設管理の方向性の検討が必

要となっています。

資産老朽化比率項　　　目

38.5%

32.8%

50.9%

55.7%

56.8%

71.7%

69.2%

1,119.1
億円

1,062.1
億円

1,006.0
億円

1,944.8
億円

1,938.5
億円

1,929.7
億円

550.8
億円

542.6
億円

542.6
億円

44.5%43.2%

42.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成20年度 平成21年度 平成22年度

40.0%

41.0%

42.0%

43.0%

44.0%

45.0%

46.0%

47.0%

48.0%

49.0%

50.0%

減価償却累計額 有形固定資産合計 土地 資産老朽化比率

億円

　この比率が高いほど各

施設の老朽化が進んでい

て、近い将来に維持更新

のための投資が必要とな

る可能性が高くなりま

す。

　平成22年度の「資産老

朽化比率」は44.5％で、

右のグラフからもわかる

とおり年々比率が上昇し

ており、平成27年度には

50％を超える見込みで

す。
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③　行政サービスにかかるコストはどれくらい？

ごみの収集や福祉サービスの提供など資産の形成に結びつかない経常的な行政サービスにどれ

だけ費用（経常行政コスト）がかかり、それをどのような収入（経常収益）でまかなったかをあ

らわすものが行政コスト計算書です。

【経常行政コスト】

【経常収益】

行政コスト計算書から分かるとおり、平成22年度の経常的な行政コストは340.4億円です。

コストを削減するためには、人件費や物件費、他会計等への支出など計画的な縮減を図ることが

必要となりますが、市民の皆さんにもゴミの排出量の削減などに取り組んでいただくことにより、

「物にかかるコスト」を削減することが可能となります。

小　計 118.4億円 34.7%

物にかかる
コスト

(1) 物件費 52.9億円 15.5%

(2) 維持補修費 8.5億円 2.5%

(1) 人件費 20.6%70.1億円

(3) 減価償却費 57.0億円 16.7%

小　計 82.7億円 24.3%

平成22年度 花巻市 普通会計行政コスト計算書

総　額 構成比率

人にかかる
コスト

(2) 退職手当引当金繰入等 8.7億円 2.5%

(3) 賞与引当金繰入額 3.9億円 1.2%

移転支出的な
コスト

(1) 社会保障給付 71.4億円 21.0%

(2) 補助金等 26.2億円 7.7%

(3) 他会計等への支出額 54.3億円 16.0%

小　計 155.7億円 45.8%

(4) 他団体への公共資産整備補助金等 3.8億円 1.1%

(2) 回収不能見込計上額 1.1億円 0.3%

(3) その他行政コスト △26.7億円 △7.8%

340.4億円経常行政コスト　　　a

小　計 △16.4億円 △4.8%

その他の
コスト

(1) 支払利息 9.2億円 2.7%

使用料・手数料　　　b 9.4億円

分担金・負担金・寄附金　　　c 4.3億円

（差引）純経常行政コスト　　a  -  d 326.7億円

経常収益合計　　　（ b + c ) = d 13.7億円

受益者負担率　　d　／　a 4.0%

経常行政コスト（340.4億円）－経常収益（13.7億円）＝純経常行政コスト（326.7億円）

22年度に退職手当
引当金として新た
に繰り入れた額な
ど 貸借対照表に賞与

引当金として計上
した額

旅費、備品購入
費、委託料、光熱
水費などの経費

施設などの維持修
繕に要する経費

有形固定資産が経
年劣化等に伴い、
価値が減少したと
認められる額の当
年度分 各種団体等に対す

る補助金
子ども手当、生活
保護費、高齢者や
障がい者への援護
措置等

普通会計からの繰
出金

地方債の利子支払
額

他団体がおこなう
施設の建設や改修
事業に対する補助
金など

22年度の新たな回
収不能見込額と不
納欠損額

自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日

★受益者負担比率
経常的なコストのうち、
サービスの受益者が負担
した割合を示します。

★純経常行政コスト
経常的なコストから受益
者負担分を除いた額。コ
ストの96％は市税や国
県の補助金などで賄って
いることになります。
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④　花巻市の財産のうち現金の動きを見てみよう

貸借対照表の左側（借方）、資産の部に計上されている「歳計現金」を、その支出の性質から3つ

に分けて、現金の変動をあらわしたのが資金収支計算書です。

★　プライマリーバランス

投資・財務的収支額  C △93.5億円

平成22年度 花巻市 普通会計資金収支計算書

3 投資・財務的収支の部

支出合計 110.6億円

収入合計 17.1億円

収入合計 44.2億円

公共資産整備収支額  B △25.0億円

経常的収支額　A 128.0億円

2 公共資産整備収支の部

支出合計 69.2億円

1 経常的収支の部

284.4億円支出合計

収入合計 412.4億円

当年度歳計現金増減額
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

9.5億円

収入総額（繰越金を除く） 473.8億円

期首歳計現金残高 11.6億円

期末歳計現金残高 21.1億円

地方債発行額 △62.9億円

財政調整基金等取崩額 △1.4億円

基礎的財政収入　　Ａ 409.5億円

支出総額 464.3億円

地方債償還額 △74.7億円

財政調整基金等積立額 △7.1億円

基礎的財政支出　　Ｂ 382.5億円

基礎的財政収支　Ａ－Ｂ 27.0億円

貸借対照表［資産
の部］歳計現金と
同額

経常的な行政サー
ビスに係る資金収
支

公共資産の整備に
係る資金収支

地方債の償還、基
金の積み立て、貸
付金などに係る資
金収支

公共資産整備収支と投資・財

務的収支はマイナスとなって

おり、そのマイナス分を経常

的収支のプラス分で補ってい

ることがわかります。

　資金収支計算書から「プライマリーバラン

ス」という指標によって、財政状態のバラン

スが示されます。地方債（借金）発行額を除

いた歳入と、地方債償還額（借金の返済費

用）を除いた歳出の収支からバランスを見る

もので、基礎的財政収支ともいいます。

　花巻市のプライマリーバランスは27億円で

黒字化を維持しています。

　この状態は、新たな借入額が返済額を下

回っているため、市債の残高が着実に減少す

ることになります。

自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日
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